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阪神 ・淡路大震災は,長 く忘れ られていた 「国家 とは何か」 という問い
を,こ れ以上ない劇的な形で国民の前に突きつけた。この戦後最:大の災害
に 「国家」は果たして何 をなしえたのか。「五千人を越 える死者の大半は,
まさに人災によって命 を落 としたのだ」ωとの指摘に接するとき,「国家」は
何のためにあるのか,そ の存在理由を見いだすことはきわめてむずか しい。
「国家 とは何か」 を今一度考 えてみなければなるまい。
しかし,意 外 なことに,ア メリカ政治学 と別称 される現代政治学におい
て,「 国家」は分析対象 としてはあまり意識されてこなかった。「国家」と
い う概念は,伝 統的政治学という 「政治研究の悪評高き過去」 を思い出さ
せ るとしてむ しろ忌避され,ま た,現 代政治学の多元主義的アプローチが
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依 拠す る方法論 的個 人主義 に従 って,そ れ は 「政 府」 「官僚」な ど個別 的諸
機構 に分解 され理解 された(2}。ちなみに,現 代 政治学の先駆 者ベ ン トレー(A.
F.Bentley)は,す でに1908年 に次 の よ うに述べ てい る。
「私 の知識 と信念 の限 りでは,〈 国家〉 それ 自体 は,我 々の研 究 におけ る
何 の要素 で もないの である。 それは く社会 的全体〉 の よ うな もの であ る。
我々 は,そ れ 自体 に関心 が あるのでは な くて,も っぱ らその なか の過程 に
関心が あ るのであ る。」(3)
だが,政 治現 象の 中には,個 々の要素 に分 解 した研 究成果 のパ ッチワー
クでは理 解 しに くい,あ るいは 「国家」 とい う概 念 を用 いて把握 した方が
うま く説明 で きる側面 も,存 在す るので はなか ろ うか。少な くとも,阪 神 ・
淡路大 震災 に よって さらけ 出されたの は,時 の政府 の無能以 上に,日 本の
「国家」 としての無能 ではなか ったか(4)。
以下 では,こ の ような視 点か ら,現 代 政治学 におけ る 「国家」 の位 置づ
け をフォ ロー し(第1節),そ のア ンチテーゼ として提起 され,ア メ リカ政
治学 界 で近 年注 目され た 「国家論 アプ ロー チ」な い しは 「ステ イテイズム」
(第2節),な らびに 「新制度論 」の研究 動向 を整 理す る(第3節)こ とで,
「国家」とい う把握 方法の可 能性 につ いて考 えてい きたい(5)。 なお,広 義 に
「ステ イテイズム」=「新制 度論」として同一視 す る捉 え方 もあ るが,本 ノー
トは,「国家の 自律 性」 を中心概 念 とす る前 者,お よび 「国家」 と 「社 会」の
関係 に重点 をお く後者,と してこの二つ の言葉 を分 けて用 い るこ とにす る。
1.現 代 政 治 学 と 「国家 」
現代政治学の発展過程に関す るイース トン(D.Easton)の 段階規定によ
れば,第2次 大戦後,現 代政治学は第3段 階 としての行動論段階に移行す
る(6)。周知の ように,1950年 代か ら60年代にかけて,政 治学に科学的方法が
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導入 され,事 実 と価値 の峻別,お よび前 者へ の研 究の特化 が進め られ た。
それ は もちろん政治学 の学問 的 「洗練」を促 したが,一 方 その対価 として,
問題 意識や歴 史的視 野の狭隆化,研 究 スケー ルの縮小 もまた不可避 であっ
た。要 す るに,「 科 学」 の名の下 に没価値 的 な研究 が合理化 ・正 当化 された
のであ る。 もちろん,マ ッカー シズム こそその歴 史的 環境 であ った。
この段 階にお いて,「 国家」 は政治学 の分 析対 象か ら決 定的に後退 した。
多元主義 的政治学 の方法論 的特徴 であ る 「解体 一再構 成的 方法(resolutive
-compositivemethod)」 に基づ き,「 国家 」は細 かな要素 に裁 断 された。
全体 の性 質は,構 成部分 の性 質の総和 に等 しい と考 え られ たか らであ る。
もはや,「 国家」は便宜上 の表現,な い しは名ばか りの存在 で しか な くな っ
た。'また,そ れ ら諸要素 の トー タル な把握 が求め られ る場合 に は 「政治 シ
ステム」 が用 い られ,こ の点 において も 「国家」 は駆逐 され た(η。
それで も,こ の段階 におけ る 「国家 」の痕跡 をあえて捜せ ば,官 僚機構
につ いて の研 究が それに近 い とい えよ う。 イギ リスの研 究者 であ るダン リ
ー ヴ ィ(P .Dunleavy)と オ リア リー(B.0'Leary)の 整理 よれば,そ れ
は次 の3つ に ま とめ るこ とが で きる(8)。ここでい う「国家」とは,官 僚機構
とほぼ 同義 で ある。
① 風 見鶏 モデル:「 国家 」 は意 思の ない名 目的存在 であって,風 見鶏
の よ うに社会 の圧力や政 治過程 の結論 に従 順 に従 う。 あ るい は,様 々
な利 益集 団の利害 を レジスター と して合 計す るにす ぎない。
② 中立 国家 モデ ル:「 国家」 は意思 をもつ とす る点 で,風 見鶏 モデル
とは異 な る。 その行 動動機 は,中 立 的立場か ら 「公益」の実 現 を図 り,
体制 の正 当性 を調達 す るこ とに ある。 この場合 の 「中立」 とは,単 に
傍 観者 であ った り,レ フェ リー としてゲー ムのルー ル を守 らせ た りす
るの では な く,資 源の公平 を確保す る とい う意味 での 「積極 的 中立」
で ある。
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③ ブローカー国家モデル:「 国家」は意思 をもつと考えるが,そ の行
動動機は 「公益」の実現ではな く,「国家」の利己的選好の追求である
とす る。すなわち 「国家」は,固 有の利己的な利害 をもって取引を仲
介す るブローカーなのである。このモデルは理論的には,ア ップル ビ
ー(P.H.Appleby),セ ルズニック(P.Selznick)ら による1940年 代
アメリカの行政理論に由来する。そこでは,官 僚機 構が政策決定にき
わめて重要 な役割 を果 たす点が強調された。
もちろん,こ れら3つ のモデルとも,そ れぞれ現実のある側面をいい当
てているに違いない。 しか し,現 代政治学に典型的な説明方法は風見鶏モ
デルであろう。すなわち,1950年 代か ら60年代にかけてのアメ リカ政治学
では,政 治や政府の活動を 「社会一中心的(society-centered)」 に説明す
る方法が支配的であった。政策決定は社会的諸集団が合理的に追求する諸
利益の合成や妥協の結果であって,「政府」はそれが行われる 「ア リーナ」
ないし 「過程」であるとみなされた。「政府」に固有の意思はな く,そ こで
の政治現象は,入 力される外部の諸アクターの要求 を分析す ることで説明
がつ く,と されたのである。
さて,こ うしたアメリカ政治学のあ り方を再考するきっかけ となったの
は,い うまでもな く,1960年 代のヴェ トナム反戦運動や公民権運動など体
制への異議申し立て行動の噴出である。 これらはそれまでの現代政治学の
研究方向に深刻 な反省 を迫った。そこで露呈 された,社 会問題の解決に無
力な政治学,そ してそれが取る 「科学的方法」には,一 体いかなる意味が
あるのか。没価値的な実証研究は,実 は支配層の利益に奉仕する御用学問
にすぎないのではないか。あるいは,ア メリカの政治学者に対 して63年 に
行われた,学 界の状態についてのアンケー ト調査か らは,研 究者の多くが
その時点ですでに,行 動論はある偏ったアプ ローチだ と認めているという
結果が示された。その方法を優先するあまり 「政治の核心的問題 よりも周
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辺 的問題 を と りあ げ る傾 向」 に,彼 らは強 い不 満 を抱 いて いた(9)。
これ らを背景 に して,現 代政 治学 は1960年 代 後半 に,第4段 階 と しての
脱 行動論段 階 に突入す る。 先の 反省か ら,行 動論段 階 に比べ ては るかに 多
様 な政 治研 究へ のアプ ローチが 試み られ る よ うにな った。 た とえば,そ れ
までア メ リカ政 治学界 に とって無縁 に近 か った,ネ オ ・マル クス主義 的 な
手 法 も摂取 され てい く。 また,ア メ リカ政 治学 とア メ リカ政 治学会 の改革
を 目指 した,若 手研 究者 に よる「新 しい政 治学 をめ ざす協議会 」(CNPS)
が,1967年 に結成 され る。後述 の クラズナー,ス コチポル,カ ッツェ ンシ
ュ タイ ンらステ イテイズムの旗手 たちは,こ の時代 を くぐった世 代である(lo)。
そ して,こ の新段 階 の 目標 ・特 徴 を明 らかに した ものが,69年 のア メ リカ
政治学会 第65回 年 次大 会にお いて,当 時 の会 長 イース トンが行 った有名 な
演説 「政 治学 におけ る新 しい革命」(田であ った。
一 方西欧 では,当 時,ネ オ ・マ ル クス主義 者の 間で 「国家 」 をめ ぐる理
論 的活性化 の状況 に入 りつつあ った。"国 家論 のルネサ ンス"で あ る。 フラ
ンスの五 月革 命,プ ラハ の春,中 国 の文 化大革 命 な ど,1960年 代 末 の世 界
的激動 が,彼 らの関心 を 「国家」へ と向かわせ たの であ るq2)。 その 口火 を
切 ったの は,フ ランスの構 造 主義 的 マ ル クス主義 者 プ ー ランツ ァス(N.
Poulantzas)と イギ リスの政 治学者 ミ リバ ン ド(R.Miliband)と の問 の
論 争 であ る。 これ は両者 それ ぞれ の著 書の刊行(13)を受 けて,『 ニ ュー ・レフ
ト ・レヴュー』 誌上 で二 度に わたって展開 され た。 後述 の第2節 との関連
で,「 国家の 自律性」をめ ぐる両者 の主張 を整理 す ると,ミ リバ ン ドは基本
的 に道具 主義 の立場 を とり,「 国家」は 「社 会」の 力関係 に従順 で あ り,そ
れ ゆえ支 配階 級の利 害 を促進 し,そ の コン トロー ルに服 す る道具 であ ると
述べ る。 これ に対 し,プ ー ランツァスは構造主義 の見地 か ら,「 国家」は「社
会 」か らあ る程度 自律 してお り,ま た 自律 して いるか らこそ,「 国家」は個
別 的諸利 害に とらわ れ るこ とな く,資 本主 義体制 とい うシステム を維持 で
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きるのだ と論 じる。 ただ し 「国家 の 自律性 」 もシス テム維 持 とい う 「構造
的制約性 」が あ るゆえに,相 対的 な もの に留 まる とした(1s)。
さ らに,政 治学者 の 目を 「国家 」に 向け させ た もう一つ の理論 的 きっか
け として,ネ オ ・コー ポ ラティズム論議 を逸す る ことはで きな い。1970年
代 半 ば以降盛 んに なったその主張 に よれ ば,福 祉 国家の財政破 綻 とオイル
シ ョック とい う先進諸 国共通 の危機 を打 開す るために,「 国家 」は資本お よ
び労働 の 巨大利益 集 団 と積 極的 に協 議 ・協 調 して,政 策決定 を行 う体 制 を
築 い てい った。つ ま りそ こでは,諸 利益 集 団間の交渉 や妥協 の「ア リーナ」・
「過程 」 としての 「政 府」 ではな く,政 策決定過 程の主体 としての 「国家 」
の実在 が強調 され ているので ある。「国家 」は,積 極 的に経済 に介入 ・管理 ・
統 制 し,危 機 の克服 を 目指 す主体 とみ な された。
ア メ リカ政 治学 におけ る 「国家 」概 念 の見直 しは,こ れ らネ オ ・マル ク
ス主義 お よびネオ ・コー ポ ラティズムの理論 的影響 を受け なが ら進行 して
い く。 こ こで,そ の流 れを フォロー してお こ う。先 駆的論文 と しては,ネ
トル(J.P.Nettl)の 「概 念的変数 としての国家」(1968年)が ある(15>。こ
れは 「戦後 ア メ リカ政治学 にあ って,『 国家 』を比較分析 の理論 的分析 ター
ム と して 『復権 させ る』必要 を指摘 した最 も早 い もの」と位 置づ け られ る(16)。
また 同年 に は,最 近 「文 明の衝 突」で話題 を呼 んだハ ンテ ン トン(S.Hunting-
ton)が,『 変 換期社会 の政 治秩序 』を著 し('η,後述す る 「国家 一中心的(state-
centered)」 アプ ロー チの草分 け とな る。また,同 書 が発展途上 国を対象 に
した もので あ るのに対 して,74年 にはヘ クロ(H,Heclo)が 先進 福祉 国家 に
つい ての 「国家 一 中心的」研 究 を発表 す る(18}。
そ して,1970年 代後半 に入 る と,「 国家」 を説明変数 とした政 治 ・歴史研
究が続 々 と出 され てい く。77年 には,ブ ロ ック(F.Block)が 「支 配階級
は支配 しない」 とい う論文 を世に 問い,そ の タイ トルに示唆 され てい るよ
うに,「 国家」を真 に 自律的 なア クター として把握 した('9)。翌78年 は,「 国
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家 の復権 」 を印象づ け る年 であ った。 クラズナー(S.D.Krasner)の『国
民的 利益 の擁 護』(20),ス テパ ン(A.Stepan)の 『国家 と社会 』`21},お よび
トリムバー ガー(E.K.Trimberger)の『上か らの革命 』(22)とい った諸 著
作が 出 され,い ず れ も政治 におけ る 「国家」の役 割 を強調 した。
た とえば ステパ ンは,ペ ルーの国家 エ リー トの行 動 を,他 の南 米諸 国 と
の比較 で論 じ,当 地 の国家エ リー トであ る"軍 事専 門家"は,被 支 配層 の
体 制へ の脅威 をそ らせ,ま た社会 ・経 済的改革 を実行 す るため に国家権 力
を用 い る とした。 ステパ ンの研 究 をふ まえ なが ら,ト リムバー ガー は,日
本の明 治維新,ト ル コのア タテユル ク革命,エ ジプ トのナ セル革命,お よ
びペ ルー の1968年 の クーデ ター を取 り上 げ,こ れ らにお いては,"ダ イナ ミ
ックに 自律 的 な"官 僚 が国家権 力 を掌握 し,経 済発展 に向 けた地 な ら しを
した と捉 え る。両 者の発展 途上 国研 究 は,そ れ ら諸 国にお け る 「国家の 自
律 性」,な い しは リー ダー シ ップの存在 を明 らか に した。 さらに79年 には,
ア メ リカの歴 史社会 学者 であ るス コチ ポル(T.Skocpol)が,フラ ンス,
ロシア,中 国の比較 革命分析 であ る 『国家 と社 会革命』 を刊行 し,「 国家 」
の独 立変数性 を強調 した。分析 結果 か ら,「 国家」は固有 の利害 を もち,潜
在 的に ではあれ支 配階級か ら自律 して いるこ とが導 き出 され る,と ㈹ 。
以上 の よ うな理 論的動 向は1980年 代 に は,「 国 家論 ア プ ロー チ(statist
approach)」 ない しは 「ステ イテイズム(statism)」 と総:称 され る潮 流 を形
成 す るに至 り,「 ス テイテ イス ト(statist)」 たちに よって,そ れ までの現 代
政 治学 の分析 手法 は批 判 されてい く。 こ うした中,ア メ リカ政 治学会 は81
年 の年 次大会 を迎 え るの であ る。
2.「 国 家 の復 権」
アメリカ政治学会の1981年 年次大会では,は じめて共通テーマが設定 さ
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れ た。 そ して,年 次 大会企画委 員会 が決 め たテーマ こそ 「国家論 の再建」
であ った。 同委員会 を構成 していた ロー ウィ(T.J.Lowi)とタロウ(S.
Tarrow)は,「 過程 や行動 が国家の制度 や市 民達 の 国家 観念 の文 脈の 中に
お いて こそ,最 もよ く研究 され うる…我々 は,政 治学 の あ らゆ る分野 で,
国 家お よび公的統制 の諸制度 が政治学 の 中心 へ と」復位 され るこ とを望 ん
でい る と学 会の通信 誌 に述べ,テ ー マ設定 の背景 を説明 した(24)。すな わち,
「国家 」や 「制 度」 は諸々の政 治現 象 を規 定す る重要 な要素 であ りなが ら,
これ までの研究 者は見落 として きた。 それゆえ国家論 を再興 し,「 国家」や
「制度 」が政 治過 程や システム全体 に おいて果 たす役割 に 目を開 くべ きだ,
・とい うわけ であ る。 もちろん,ロ ー ウィは,以 前 よ り 「依 法民主 主義 」 を
主 張 し 「制度」の重要 性 を指摘 して いた。 なお彼は,先 に触れ たCNPSの
初 期の リー ダー で もあ った。
また,翌1982年2月 には,「 最近 の国家論研 究の含 意」と題 された研 究会
が ニュー ヨー ク州マ ウ ン ト ・キ.スコで催 され,社 会 過程 ・政治過程 を形成
す るア クター と して 「国家」に関心 を抱 く政 治学者,社 会学者,経 済学 者,
歴 史学 者が 集 った。 そ こで の報告 原稿 をも とに8名 が執筆 して85年 に刊行
されたの が,ス テイテ イズムの標 準 的な教科書 とい われ る 『国家の復権』
(原 題:BringingtheStateBackIn)である(25)。もはや 「国家」へ の注 目
は,一 つ の理 論 的潮流 を形成 す るに至 った とい えよ う。 ベ ン トレー に よる
「国家 」の駆逐か ら80年 あ ま りを経 て,政 治学 の関心 は再 び 「国家」に戻 っ
たの であ る。 さ らに,85年 のパ リでの世 界政 治学会 第13回 世 界大会 は,メ
イ ン ・テーマ を 「変 貌 する国家 とその国 内 ・国際社 会 との相互作 用」 とし,
こ こで も 「国家 」が は じめて共通 テーマ として掲 げ られ た㈹ 。
では次に,ス テ イテ イズ ムの理論 的特徴 を見 てい こ う。
ステイ テイズム の基本的 スタンスは,現 代政 治学 の方 法論 的個 人主義 に
対 して,む しろ要素 に分解 されない全体 と しての 「国家 」 とい うター ム を
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使って,政 治現象を全体論的に捉 え直そうとする点にある。そこでは 「国
家」は,ウ ェーバーの国家概念(27に影響 を受けながら,ま た現代政治学に
よる"国 家の裁断"へ のアンチテーゼ を念頭に,こ う規定 された。「国家は
"政府"以 上の ものとみなされなければならない
。それは,政 治的組織にお
ける市民社会 と公的権威の間の関係 を構造化 しようとするばか りでな く,
同様 に市民社会内部の多 くの重要な諸関係をも構造化 しようと試みる,永
続的な行政的,法 的,官 僚的,お よび強制的システムである。」(28)すなわち,
ステイテイス トはウェーバー的国家観に依拠 しなが ら,「国家」を,そ こへ
社会諸集団が要求を出 し,政 治闘争ないし妥協 を行 うア リーナ以上の もの
とみなしている。
現代の政治理論は,風 見鶏モデルで説明され る多元主義は もちろん,ネ
オ ・マル クス主義において も,「国家」は 「社会」の支配的な諸集団 ・階級
の コン トロールに従 うとする点で,「 社会一中心的」アプローチであった。
しか し,「社会」に還元できない,な いしは 「社会」と対立する 「国家」の
意思 も存在するはずである。これをステイテイズムは 「国家一中心的」ア
プローチを用いることで明らかに しょうとする。ア リーナ を含意す る 「政
府」に代 えて,「社会」と対抗する主体 という意味で 「国家」を用いる。つ
まり,固 有の利害や政策的選好 をもつ公職者の集合体からなる 「国家」の
実在 を主張す るのである(29)。
そして,「 国家」の実在 を裏づけるものが,「 国家の自律性」である。「国
家」は 「公益」の実現 を固有の選好 として もつ。そ して,「 国家」に 「自律
的」な行動が要請 されるのは,と きには 「社会」の抵抗 を排除 して もそれ
を実現 しなければ,社 会 システム全体が瓦解 してしまうか らである。この
場合の 「公益」とは,現 代国家においては2つ の側面があると考えられる。
つまり,一 つは資本蓄積の条件を整え,資 本主義をシステムとして維持す
ることであ り,も う一つは資本蓄積が もたらす 「市場の失敗」 を是正 し,
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国民から正当性を調達することである。それぞれをオコンナー(J.0℃onnor)
は 「蓄積機能」および 「正 当化機能」 と呼び,オ ッフェ(C.Offe)は 「シ
ステム統合」および 「社会統合」という言葉で表現 している。「国家」はこ
の2つ の矛盾する機能を 「公益」 として同時に達成 しなければな らない。
ネオ ・マルクス主義者は,そ こに資本主義国家グ危機 に陥 る必然性 を認め
るが,ス テイテイス トは,矛 盾がシステムにダイナ ミズムをもた らし,矛
盾をいかに処理す るかこそが政治の本質だと説明する㈹。
また,外 交政策については,前 出の クラズナーが,マ ルクス主義 も多元
主義 も使 うのを拒んできた 「ナショナル ・インタレス ト」 という概念を用
いて,「国家の 自律性」の経験的証拠を提示 した。クラズナーによれば,「国
家」は 「権力 と社会の一般的利害 と結びついた目標を追求する自律的アク
ター」 としてみなされるべ きであって,そ の 目標 こそが 「ナショナル ・イ
ンタレス ト」である。この場合,彼 がイメー ジしている 「国家」 とは,大
統領府および国務省の高官であった(31)。
一方,構 造主義的マルクス主義が主張する 「国家の相対的 自律性」 との
相違については,ブ ロックがその 「偽装」をは ぐことで,ス テイテイズム
の立場 を明 らかに している。すなわち,「相対的自律性」を主張する際には,
支配階級をどう考 えるかが基本的な問題になる。構造主義的マルクス主義
が想定するように,「 国家」がその自律性を濫用した場合,支 配階級が まと
まって階級意識 をもって,こ れにブレーキをかけるのだとすれば,「国家の
自律性」は きわめて限定的なものにならざるを得ない。結局それは 「やや
洗練 された道具主義的見解」にす ぎないのではないか。これに対 して,ブ
ロックは,マ クロ的な階級意識 をもった支配階級 という考えを拒否 し,資
本を蓄積す る人々 と国家装置を管理する人々 との 「分業」 という見解 を示
す。前者は自らの利害を意識す るのみで,既 存体制の維持 といったマクロ
的事柄 には関心が及ばない。後者は既存の秩序 を維持 しなければその力を
342(500)
国家論アプローチと新制度論
失 うため,マ クロ的な体制維持に心 を砕かねばならない。要するにブロッ
クは,支 配階級ないし資本からの 「国家の絶対的 自律性」 を主張す るので
あって,「国家権力は,階 級権力に還元され得ない独特なもの」だという㈹。
もちろん,「 国家の自律性」は 「相対的」か 「絶対的」か という"あ れか
これか"式 の問題設定の他 に,そ の程度を測定するというアプ ローチも可
能である。福祉国家を 「国家一中心的」アプローチか ら検討 したノル ドリ
ンガー(E.Nordlinger)は,「 国家の 自律性」の程度を3つ の形態に分類
している。
① 最 も弱い形態:国 家官僚層は,「社会」の選好が彼らのもの と異なら
ない状況においてのみ,自 ら自身の選好に基づいて行動する。
② 中間的形態:国 家官僚層は,「社会」の選好を変更するために効果的
行動をとる。つま り,国 家官僚層 と選好 を同 じくするよう,「社会」の
諸集団を説得する。
③ 最 も強い形態:国 家官僚層は,そ の選好が 「社会」の選好 と異なる
状況においてさえ,自 らの選好に基づ いて行動する(33)。
そこから,各 国各時代の 「国家」の力は 「弱い国家」あるいは 「強い国
家」として,① から③ までのスペ クトル上のどこかに位置づけられる。そ
の意味で,ク ラズナーが指摘する 「最 も弱い国家」は,公 的機能 と地位が
イスラム教徒 とキリス ト教徒の間で分割されているレバ ノンであ り,「最 も
強い国家」は革命直後に出現す るという。1921年 以後のソ連,48年 以後の
中国におけ る革命政権は経済,文 化か ら家族関係に至るまで,「 社会」の選
好に反 してさえ,そ の根本的変革を行ったのである。これらの極端 な例は
さてお き,先 進諸国に限ってみ ると,76年 までの日本は 「強い国家」に属
する。彼によれば,同 年の選挙 まで,日 本は事実上の一党制国家であ り,
利益集団は経済への国家介入の正当性 を受け入れていた。「国家」は資金貸
し付けをは じめ とする広範な政策手段 をコントロールできた。逆に,ア メ
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リカは 「弱い国家 」だ とみ な され る。 それ は 「社 会」 のア クターの行動 を
ほ とん ど変 え るこ とが できず,資 金貸 し付け な どその ための手段 をほ とん
どもたない。 また,ア メ リカの政治構 造の特徴 で ある権 力の分散 は,多 元
主義 者に よ って長所 とされ て きたが,基 本的 な欠陥 だ とす る論 者 も実 はい
るのだ㈹ 。
だが,強 弱 とい う尺度 だけでは,「 国家」の 「社会」への介 入の度合 い ・
深 さは表現 で きて も,そ の介 入の範 囲 ・広 さは把握 で きな い。 サ ミュエル
ズ(R.Samuels)は この点 で,日 本 は 「強 い国家」 だ とい う通 説に対 して
留保 をお く。 あ るいは,日 本 の政 治経 済につ いての従来 の記述 は,「 国家」
の力 を過大評 価 し,民 間の私 的 な力 を過 小評価 して きた,と 批 判す る。 そ
して彼は,権 限が行使 され うる領 域 を示 す 「管轄(jurisdiction)」 と,権 限
の行使 の 強度 を意 味す る 「コン トロール(contorol)」 とい う2つ の尺 度で,
日本 の 「国家 の 自律 性」 を再解釈 してい く。下 され た評価 は,民 間企業 は
「実 質的 に市場 の コン トロール を保 持 しなが ら も,管 轄 を国家に認め た」の
であ って,「 日本 国家がや りえた こ とは コン トロール な き管轄」にす ぎない。
そこで民 間企 業 と 「国家」 は,過 当競争 の抑止 とい う点 で思惑 が一 致 して
いた,と い うもので あった㈹ 。つ ま り,日 本 「国家 」は実 は 「社 会」に"広
く浅 く"介 入 して きたの であ り,そ れ を真渕勝 氏は 「ソフ トな国家」 とい
い換 えて い る(36)。
この よ うに,現 代 政治学 のバ ッ クボー ンをなす 多元 主義 お よび その対
極 に位 置 す るマ ル クス主義の 双方 に共通 す る 「社 会 一中心 的」 アプ ロー チ
へ のア ンチテーゼ と して,「 国家 一 中心 的」アプ ロー チない しステ イテイズ
ムが 唱 え られ,「 国家 の 自律性」 が その主張 の根拠 として示 され た。 では,
そ もそ も各 地域各 国 をプ ロパー として きたステ イテイス トたちには,「国家
の 自律性」 を国や 時代 を超 えて検 証 に耐 え うる一般理論 に ま とめあ げる用
意 があ るのだ ろ うか。答 えは否定的 であ る。 ス コチポルは 『国家の復権』
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に寄 せ た比較的長 い序文 の中 で,こ う述べ て いる。
「要 す るに,"国 家の 自律 性"は どん な統 治 シス テム に もあ る固定 した構
造 的特徴 では ない。 それ は現れ ては消 えてい くものだ。 … クロスナ シ ョナ
ルな研究 が,あ る統 治 システムが 自律 的 な国家行動 へ の"よ り強 い"傾 向
を もってい るか,"よ り弱 い"傾 向 をもってい るか を,一 般 的 な観点 で示 し
うるに もかか わ らず,こ の概 念の完全 な潜在 力は,当 該 の政 治体 内部の構
造 的 多様 性 と危機 的変化 に敏 感 な,真 に歴 史的 な研 究 においての み実現 さ
れ うるの であ る」(37)。
あ るい は,ス コチポル を含 めた3人 の編者 に よ る同書の結論 部分 では,
本書 に編 まれた諸論稿 は 「国家が一般 に 自律 的で あ るか ど うかに は,ほ と
ん ど時間 を費や していな い」と した上 で,「 国家 は 自律 的ア クター であ るか
も しれな い とい う寛大 な前提」(下 線部 は原 文 では斜 字体)に 立つ こ とが,
将来 の研 究 に とっての実 り多 き指 針の一 つ だ とす る。 自律的か 否か は,国
家構造 の結 びつ き方,国 家 と社会 との 関係,多 国間的 な環境 お よび,そ
の国家 が受け る挑 戦の 質に よる,と ㈹ 。
ここに至 って,ス テイテ イズムの当初 の迫力 は,多 くの論者 が指 摘す る
ように,「 竜 頭蛇尾」 な い し 「かけ声倒 れ」 に終 わって いるこ とが わか る。
あ るいは,ス テイテ イズムは 「社会 一 中心 的」 アプ ロー チへの ア ンチテー
ゼ には な りえず,せ いぜ いその 「補完 」 にす ぎない との消極 的評価 もで き
よ う(39}。ただ,「 国家 の 自律性」 を歴 史的 ・経 験的文 脈 に還 元す るス テイテ
イズムの 立場 が,「 ポス ト・マル クス主 義」 の理 論 的展開 に少 なか らぬ影響
を与 えて い る点 は,指 摘 してお くべ きだ ろ う。 ステイ テイス トの ブ ロッ ク
が 「ポス ト ・マル クス主義 者」 を 自称 して い るほ ど,両 者 の分 析視角 は き
わめて近 い(40)。その国家論のtイ ン トを5項 目にまとめたピアソン(C.Pierson)
に よれば(41),「 ポス ト・マル クス主義 」 は 「(資本主義)国 家 につい ての満
足すべ き一般 的 な分析 は あ りえな い。研 究の 固有の主題 は,そ の歴 史的お
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よび国際 的な特殊性 におい て与 え られた国民 国家で あ る」 とい う前提 に立
ってい る。
さ らにステ イテ イズムの 難点 と して指摘 され るの は,そ れ が 「国家」 の
実在 を強調 す るに もかかわ らず,そ の 中身 の吟味が厳密 に行 われて いな い
点 であ る。 「社会 」と対抗す る 「国家」とは なにかに ついての規 定が,必 ず
しも鮮 明 でな い まま,「 国家 その もの を実体化 」して しまって いる(42)。た と
えば,政 党 指導者 は 「社会 」エ リー トに して 「国家 」エ リー トで あ るとい
う意味 で,ヤ ヌスであ る。彼 らは いった い どちらに属 す るのか。あ るいは,
「国家」を 「公職者 の集 合体 」とみ なす に して も,こ れ が先の 「中立モデ ル」
が 説 くよ うに,一 枚 岩的か つ合 理 的に 「公益 」 を追 求 してい る とは,日 々
経験 す る事柄 か ら見 て も考 えに くい㈹ 。む しろ,彼 らの主 たる行動 動機 は,
「ブ ロー カー モデ ル」 にあ るよ うに,な い しはダ ウンズ(A.Downs)の 古
典 的指摘 が示す よ うに,私 的利益 の極 大化 では ないのか。
一 方,そ の アプ ロー チの 不備 を批 判 された 多元主 義者 は,当 然 ステ イテ
イズム に反論 して いる。 アー モン ド(G.A.Almond)は こ う切 り返す 。 ステ
イテ イズムが,多 元主義 をマル クス主義 と同 じく 「社会還 元主義」 だ と特
徴づ け るのは,「 不正 確」ない しは 「神 話」で あ る。 実際 には,多 元主義 に
基づ く研 究の圧倒 的 に 多 くは,政 府 の 自律性 を認 めてお り,「説 明の ロジ ッ
クは双 方向 に,す なわ ち,社 会 か ら国家へ,お よび 国家 か ら社会へ と向か
ってい る。」それゆ え,多 元主義 を社会 階級還元 主義 のマル クス主義 と同列
に並べ るべ きで はない。 また,ス テイテ イズムは従 来の政治学 にお け る精
緻 な要 素分析 か ら 「国家 と社会 の よ うな,大 き くそ して相対的 に緩や かに
定義 され る概 念 に戻 ろう とす る。」だが,彼 らが 「国家」の強弱 をい う とき,
そこに きわめ て多 くの次元 が合 成 されて しまって い るの で,「彼 らが 強 さ と
弱 さで何 を意味 す るか は,明 らか では ない。」さらに,ス テイテ イス トた ち
は「社会 一中心的」ア プロー チへの批 判 に熱 心 なあ ま り,「 政党,利 益集 団,
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コ ミュニケー シ ョン ・メデ ィア な どの よ うな,非 国家 的変数 を無視 す る と
い う罠 に落 ちてい る。」働 ステ イテイ ズム は,多 元主義 に対す る誤解 に基 づ
いて,空 虚 な概 念 を振 り回 して い る,と い うわけ であ る。
とす れば,何 の メ リッ トもないのだ ろ うか。 アー モ ン ドは痛 烈 な皮 肉 と
も思 え るい い方 で,そ の メ リッ トも認め てい る。 そこには 「発 見 を助 け る
(heuristic)」 効 果が あ る。す なわ ち,学 問の歴 史にお いては,"こ とを騒 ぎ
立て るこ と"が,実 質的 な メ リッ トは ない として も,有 益 な働 きをす るこ
とは しば しば あ る。「学 問的 な痛癩 は,意 識 をか き立 て,新 しい可能性 への
関心 を呼 び覚 ます効果 を持 つか もしれ ない。」㈹ 強 いて メ リッ トを捜せば,
といった筆 致 で手厳 しい。
以上 の よ うに,「 国家の絶 対的 自律性 」に論拠 をお くステ イテ イズムは,
様 々 な観 点か らその理論 的未熟 さを衝か れた。これへ の反省 か ら,「 国家の
復 権」運 動は もう一つ の流れ を もっ こ とにな る。 それは 「国家」と 「社会 」
の制度 的関係 に着 目す るアプ ロー チ であ り,狭 義 には 「新制 度論(newin-
stitutionalism)」 と呼 ばれ る。 そ して,定 量的分析(ど の程 度 「国家」は そ
の意思 を 「社会 」に押 しつけ られ るか)の ス テイテ イズム と,定 性 的分 析
(「国家 」や 「制 度」 は政 策に どの よ うな影 響 を及 ぼすか)の 新制度 論の 間
に は,「 太 い線 を引 くこ とがで きる」㈹ のであ る。
3.新 制度論 の新展 開
まず,新 制度論者がイメー ジしている 「制度」 とは何であるのか。いわ
ゆる従来の政治制度論は 「法制化 された政治制度の解説 と紹介に焦点を合
わせ る」(47)ものと定i義される。一方,新 制度論は 「制度」に,こ うした公式
の法制度に加 えて,非 公式の規範や慣習も含め,そ して 「解説」「紹介」で
はな く,そ れらが政治ア クターの行動にいかなる影響 を及ぼすかに接近す
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るの であ る。つ ま り,彼 らの行 動 は 「社会」 の諸勢力 の圧 力や選 好 の反映
とす るだけで は把 握 しきれ ない と し,そ の活動 の ア リー ナ をなす 「制度 」
に よって,彼 らの行 動や選択 が導か れてい く.側面に も目を配 るべ きだ と主
張す る㈹ 。同 じ与件(例 ・オ イル シ ョック)か ら出力 され る各 国 ご との政
策 の変種(例 ・その後の先進 各国 の経 済パ フォーマ ンスの相違)は,各 国
ご との 「制 度」が その形成 を方向づ けてい るためだ とい う。
それ ではなぜ,ス テ イテ イズムで はな く,制 度関係 論 アプ ロー チなのか。
その代 表 的論 者の 一人 ホー ル(P,Hall)は こ う答 える。 な るほ ど,ス テイ
テイズム が,「 国家の 自律性 」を軽視 して きた従 来の政 治学 に対 して重要 な
修 正 を加 えた点 は評価 すべ きであ る。しか し,こ うして政策 につ いての「社
会 一中心 的」説 明が拒否 され る と,ど ん な説 明が残 るのか。 「政策 が国家行
動の産 物 だ とい うこ とは,… ほ とん ど説明に な らない。」 「国家」 は再 びブ
ラ ックボ ックスにな って しま う。 そこで,「 国家能 力(statecapacities)」
とい'う概 念が説明 につけ加 え られ るべ きで ある。 す なわち,あ る 「国家」
の政策選 択 は,政 策 を実現 しうる 「国家」 の既 存の能力 に影響 され る。 そ
れ は制 度 的能 力 といえ る。 「社会一 中心的」説明 に還 元 で きない,経 済政策
の各 国パ タンに ある強い継続性,あ るいはブ ラ ックボ ックスの 中身 はこれ
で説 明がつ くの ではないか。 この 「制度 」に よ って,「 国家 」 と 「社 会」の
関係 は規定 ・構造化 され,各 国の政策 に歴 史的 継続性 を与 えて い るの であ
る(4'.)。
また,カ ッツェン シュタイ ン(P.Katzenstein)に よれば,同 様 に民主 的
とみ な され る先進 諸国の対外経 済政策 の相 違 を理解 す るために は,各 国の
「国 内構 造(domesticstructures)」 の多様 性 に着 目 しなければ な らない,
とい う。 「これ らの 多様性 は"国 家"と"社 会"の 間の伝統 的 区別 を用 いて
分析 され る。」そ して,こ の 「国家」 と 「社 会」の結 びつ き方 は歴 史的 に条
件づ け られ,「 国内構造 」 を特徴づ け る。 ア メ リカ,イ ギ リス,西 ドイツ,
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イタ リア,フ ラ ンス,日 本は,「 国家 」の経 済への 介入のパ タンに従 って3
つの別個 なグループ に分 け られ る(米 菓/独 伊 仏/日)が,「 該 当す る相違
は またこれ ら6力 国 の国内構造 に存す る。」米英両 国では,産 業界 と「国家」
との提携 は国家 官僚層 に とって好 ま しい もの では な く,公 的セ ク ター と私
的セ クターの政策 ネ ッ トワー クは断片化 され てい る。 それ に対 して,日 本
では 国家 官僚 層 が産業 界 との関係 でぬ きんで た位 置 を占め,政 策 ネ ッ トワ
ー クは堅 く結 びつい てい る。 そ して,他 の3国 は両者の 中間 にあ る㈹ 。 こ
れ を今 日の時代 に引 きつ けて いえば,冷 戦 の終結 は,そ れ まで体制 間比較
の裏 に隠 され ていた資本 主義諸 国同士 の差 異 を目立たせ るこ とにな った。
この懸隔 の説 明 を,「 制 度」 「構造」 に求め る もの であ ろ う。
この よ うに,歴 史的背景 や社会 的文 脈 な ど環境 的要 因 としての 「制度」
に関す る一連 の研 究 は,マ ー チ(J.G.March)とオルセ ン(J.P.01sen)
に よって 「新 制度論 」 と名付 け て まとめ られた。彼 らは1984年 に,文 字 ど
お り「新 制度論 」な る論文 を『ア メ リカ政 治学評論 』(、4器R)誌 に発 表 し(51),
さらに それ を89年 には一書 へ と肉付 け したのであ った(52)。これに よ り新 制
度論 は,ひ とつ の明確 なアプ ロー チ と して意識 される よ うにな ったので あ
る。 彼 らは新 制度論 の把握 方法 を説 く前 に,現 代 の政 治理論 の特徴 を5つ
の点に要約 す る(傍 点は筆 者に よ る)。
す なわ ち,(1)政 治 を社会 か ら区別 す るよ りもむ しろ,政 治 を社会 の統 合
的部分 としてみ なす とい う点で 「文脈 的(contextual)」,(2)政 治の成 果 を組
織 的構造や適 切 な行 動の ルール に帰 す るよ りもむ しろ,政 治現 象 を個 人の
行動 の集合 的帰結 と して みなす とい う点 で 「還 元主義 的(reductionist)」,
(3)政治 ア クター を諸 義務へ の応答 とみ なす とい うよ りも,行 動 を計 算 され
た私 利の産物 とみなす とい う点 で 「功 利主義 的(utilitarian)」,(4)歴 史的発
展 におけ る順 応不 良 と非一 意性の可能 性に かかわ る とい うよ りも,歴 史 を
唯一 ふ さわ しい均衡 に到達 す るため の効果 的 メカ ニズム とみ なす卓 で 「機
(507)349
政経論叢 第64巻 第3・4号
能主義 的(functionalist)」,(5)政 治が シンボルや儀 式 を通 じての意 味の展開
をめ ぐっていか に組 織 され るか,に 注意 を払 うよ り もむ しろ,決 定作 成 と
資源 の配分 を政 治 の中心的関心事 と して規定す るとい う点で 「道具 主義的
(inStrUmentaliSt)」(53)。
マー チ=オ ル センは,こ れ ら特徴 づ けの前段部分(「 ～よ りも」)の 軽視
に現代 政治学 の弱点 を認め,そ こへ の注 目を促 すこ とで新 制度論 の見方 を
対置 して い く。 まず,(1>に 関 しては,政 治制度 の独 自性,自 律性 を強調す
る。 それ は社会 的諸 勢力の単 な る反映以 上の もので あ り,政 治 が生 じる枠
組 み を規定 す る もので ある。 た とえば,立 法府 では単 に妥協 の結 果取 られ
た プ ログラム も,そ れ を扱 う機 関 を経 るこ とで,独 自の 意味 と力 を与 え ら
れ る(54)。
② につ いては,官 僚機構 立法府,お よび裁 判所 は,相 争 う社会 的諸勢
力 に とってのア リーナであるのみな らず,「標準作 業手続 き(standardoperat-
ingprocedures)」 とい ういわばルー ルの集合体 であ り,ま た価値,規 範,利
害 な どを規 定 し擁護 す る構造 で もあ る。 そこでの政 治ア クターの行動,そ
してその結 果 出力 され る政策 は,ル ール によ る ところが大 きい㈹ 。
(3)は(2)と 併せ て考 えるこ とが で きる。マー チは1958年 にサ イモン(H.A.
Simon)と 共著 で 『オーガニゼー ションズ』を刊行 し(56),「限界の あ る合理
性(boundedrationality)」 とレ・う概 念 を打 ち出 した。 周知 の よ うに,こ れ
は経済学 などにおけ る 「完 全合理性(completerationality)」 を批判 して
提 起 され たもので,人 間の情報処理 能力 は,直 面す る問題 の複雑 さに比べ
て限定 的 であ り,実 際 の意 思決定 は 「完全合 理性」 に よ る選 択 とは異な る
や り方 で行 われ る,と し'たもの であ る。別 の いい方 をす れば,各 人は完全
な情報 を もとに,そ の選好 や期待 に で きる限 り一致 す る ように 「功 利主義
的」 に行 動 して いるわけで はない。む しろ,制 度,行 動 のルー ル,規 範 な
どの集合 体 であ る 「政 治構 造politicalstructure」 に基づ いて,義 務 を履行
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しているのである(57)。これは(4)への批判にも重なる。「限界のある合理性」
に従 えば,歴 史は合理的決定に到達す る過程の積み重ねでもなければ,「制
度」はその積み重ねの所産 でもない。にもかかわらず,「 制度」が存続 して
いるのは,人 々がそれを信頼 しているためだ。そ して,(5)に かかわるが,
「制度」が信頼 を受けているということは,そ れが単に道具 ではな く,人 々
の政治生活に一定の意味をもたらしているか らではないのか(58)。
「制度」を自律的な独立変数 とみなし,そ れが政治アクターの 「限界のあ
る」意思決定 を方向づけると考える。 このような見解 を,マ ーチ=オ ルセ
ン自身は 「旧来の制度論の諸要素 を近年の政治理論の非制度論的スタイル
へ と融合するもの」㈹ と位置づけている。なるほど,先 の5つ の指摘には多
元主義的政治学 との断絶 というよりは,そ の弱点を補完 しようという観点
が顕著であるように思われる。 メリットは もちろんそこにあるが,し か し
操作化 という点で批判は免れない。 というのも,そ れは 「制度」 というタ
ームを用いて,政 治現象 を事後的に解釈することはできるが,そ の因果関
係を実証 したり,事 前に予測す ることは困難なのである。 自民党の派閥の
弊害が顕著になった時点で,選 挙制度が派閥をもたらす との分析 を示すこ
とは簡単 である。 あるいは,「 制度」を政治アクターに先だってアプ リオリ
に存在するとの前提は妥当なのか。政治家の仕事は,建 て前 とはいえルー
ルをつ くることであろう。「制度」が 「国家」一「社会」関係に影響 を及ぼ し
たとして も,そ うした 「制度」は元をただせば何 らかの社会的要請によっ
てつ くられたものである㈹ 。これ らを批判 し,事 前に予測を可能にする理
論的枠組みの構築 を目指すのが,新 制度論の もう一つの流れ として,1980
年代後半以降に台頭 してきた合理的選択新制度論 ないし経済学的新制度論
である。 これに対 して,マ ーチ=オ ルセンら社会的文脈 を重視す る新制度
論は,歴 史的新制度論ない し社会学的新制度論 と呼ばれ区別 される(61)。
経済学的新制度論は,公 共選択論か ら強い影響 を受けている。あるいは,
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その発展の論理的帰結 とみ なすこともできよう。公共選択論では政治現象
は,市 場での私的選択 と同様の,個 々のアクターの合理的選択,つ まり効
用最大化行動の結果だと説明された。経済学的新制度論 も同じ人間行動の
想定に立っている。ただ経済学的新制度論は,ア クターの合理的選択行動
において,「制度」による制約やその影響力が認め られるとす る点で,公 共
選択論 とは異なるのである。 もちろん,こ こで も 「制度」 とは,公 式 ・非
公式の法制度,規 範,慣 習などを指 している。そして,こ うしたミクロ的
仮定を「どのような政治システムに も適用できる 『共通の道具箱』」として,
そこか らマクロ的政治現象 を事前的に予測,お よび事後的に説明可能な,
演繹的モデルを打ち立てよ うとす る(62)。
この仮定か ら日本の政治 を読み解けば,日 本的な 「異質な」要素 として
注目されてきたものは意味 を失 う。「親心」と 「甘え」が織 りなす 日本の政
治 も,決 して 「ユニー クな」 ものではなく,各 アクターの合理的行動の帰
結であって,他 の先進諸国 と変わらない政治過程 として理解 されるのであ
る。よく引かれる例 で示せば,派 閥における親分一子分関係がなくならな
いのは,そ れが合理的で効率的な関係であるか らだ。つ まり,有 権者があ
る派閥に属す る政治家に投票するのは,そ の政治家が属す る派閥の長 をと
お して 「中央 とのパイプ」役を果たしてくれると計算す るからであ り,一
方,政 治家 も有権i者のこうした効用計算を見越 して,合 理的行為 として派
閥に入 るのである㈹。 もちろん,す べての行為に 「合理的」とレッテルを
貼っただけでは,何 を説明 したことになるのか,疑 問は残 る。あるいは,
ある行為に合理的根拠 を認め正当化するだけで,批 判の視点は論理的に出
てこないのではないか。さらに,洗 練された演繹的モデルの構築に腐心す
るあまり,現 実には様々な説明変数が関連 しているにもかかわらず,そ れ
らを与件ないし一定 として命題 を導き出して しまう弊を免れない。
ともあれ最後に,こ れら二つの新制度論の関係について一瞥 してお く。
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上述のように,ア プローチの方向は社会学的新制度論が事後一解釈的,経
済学的新制度論が事前一予測的,か つ説明レベルが前者はマ クロ的,後 者
は ミクロ的 というように,き わめて対照的なので,両 者間の議論がかみ合
わないのはむ しろ当然かもしれない。しかし,(論 者には明確に 自覚 されて
いないようであるが)「 経済学的合理性」をどう考 えるかで,両 者は比較的
近 い立場にある。前者がその非現実性 を批判 して,「 限界ある合理性」を立
論の出発点 としたことはすでに見たが,「 経済学的合理性」に依拠するはず
の後者に も,そ こまでの強さを求めず,「 限界ある合理性」に基づいて議論
を展開している研究が少なくない。逆に前者に属する研究でも,政 治アク
ターすべ てが合理的行動 をとると仮定 し,政 策選択の相違 を 「制度」の拘
束か ら把握す るもの もある。これらは両者の相互補完関係 を示すものとい
えよう〔64)。
むすびにか えて
「国家」という言葉は,日 常 しば しば耳にす る言葉であるが,現 代政治学
においては,ほ とんど用いられない概念であった。しか し,政 治現象を「国
家」抜きで説明することは果た して可能か。構成要素に解体 した り,別 の
概念にお きかえたりするのではなく,「国家」とい う言葉 を使った方がうま
く説明で きる側面 もあるのではないか。こ うした問題意識を下敷 きに,「国
家」をめ ぐる最近の政治学の研究動向を概観 してきた。今一度まとめれば,
アメリカ政治学は方法論的に 「国家」を拒否 し,「国家なき政治学」として
発展 を遂げてきた。 しか し,そ れはやがて,精 緻ではあるが社会問題の解
決には無力な"虚 字"で あることが明らかにな り,ア メリカ政治学は深い
反省 を迫 られる。あるいは,そ れ までの見落 としを再点検 した結果,「国家」
を再発見 したのであった。
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中でも,ス テイテイズムは 「国家」概念をアメリカ政治学の単なる補足
としてではな く,よ り積極 的にそれへのアンチテーゼ として位置づけよう
とした。だが,ス テイテイズムは 「国家の自律性」を一般化す るに至 らず,
あいまいな結論に終わった。そして,そ の成果 を批判的に受け継 ぐ形で,
社会学的新制度論が一つのアプローチを形成す る。 これは 「国家」 と 「社
会」の関係に着 目し,そ の関係 を規定するものとして 「制度」の果たす役
割 をクローズアップするものであった。 さらにそれを演繹的モデルへ と応
用 しようとしたのが,経 済学的新制度論であって,人 々の合理的行動への
「制度」の影響 を考慮に入れた,予 測可能な理論を打ち立てよ うとした。
以上の概観 を終えて感 じることは,方 法論的個人主義 を批判 して出発 し
たはずの 「国家一中心的」アプローチが,批 判に耐えうるべ く成長を遂げ
てい くうちに,結 局は経済学的新制度論 という,方 法論的個 人主義に立脚
した予測可能性の追求に至ったという先祖返 りの皮 肉さである。第1節 で
論 じたアメリカ政治学の展開と同様に,や はりここでも,当 初の鮮烈な問
題意識 とそれに応 じた 「国家」 という分析枠組みは,理 論的 「洗練」を経
た結果,綾 小化 され断片化 されてしまっているのではないか㈹ 。そ して再
び 「何のための新制度論か」 との批判が投げかけられることであろ う。そ
れでも,認 識の螺旋状の発展は遂 げているはずであ り,あ るいはそれを信
じてこの ノー トを閉 じたい と思う。
《注 》
(1>島 田 晴 雄 「リ メ ン バ ー 神 戸 国 民 の 生 命 と財 産 を守 る た め に 」 『Thisis
読 売 』1995年4月 号,113頁 。
(2)P.DunleavyandB.0'Leary,Theoriesof伽∫孟α'6(London:Macmillan,
1987),p.42.
(3)ベ ン トレー,上 林 ・喜 多 訳 『統 治 過 程 論 』(法 律 文 化 社,1994年)329頁 。
(4)こ れ に 対 して,企 業 は 素 早 い 対 応 で そ の"有 能 ぶ り"を 示 した 。 震 災 直 後
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か ら,チ ャー ター した舟で救援物資をピス トン輸送 し,あ るいは賃貸住宅 を
臨時社宅用に大量に借 り上げた。企業に属 さない人々の避難所生活の深刻 さ
(例・お年寄 りが周囲に気兼ねし,ト イレに行 く回数 を減 らそうと,水 分 を控
えて脱水症状にな り,肺 炎になる事例が続出)と は対照的である。 ここに も,
企業社会ニ ッポンの光 と影がある。『朝 日新聞』1995年1月24日 夕刊,1月27
日,4月18日 。 または,日 本経済新 聞社編『阪神大震災 その時企業は』(H
本経済新聞社,1995年)。
㈲ 本 ノー トの主題に関連する邦語文献には次の ものがある。真渕勝 「アメ リ
カ政治学における 『制度論』の復活」『思想』1987年11月 号,新 川敏光 「国家
と社会一新制度論的アプ ローチをめ ぐって」『法政理論』第21巻 第4号(1989
年),森 脇俊雅 「現代政治学における政治経済学的諸研究についての一考察」
「法 と政治』第38巻 第4号(1989年),高 藤英樹 「比較政治過程論」砂田 ・薮
野編 『比較政治学の理論』(東 海大学出版会,1990年),河 野勝 「自民党 一組
織理論か らの検討」『レヴァイアサン』9号(1991年),森 田朗 「"制度"に 関
す る一考察(上)」 『季刊行政管理研究』第56号(1991年12月),石 田徹 『自由
民主主義体制分析』(法 律文化社,1992年),星 野智 『現代国家 と世界システ
ム』(同 文舘,1992年),真 渕勝 「新 しい制度論の展望」『阪大法学』第40巻 第
3・4号(1992年),中 谷義和 「アメ リカ政治学における国家論の文脈」中央大
学社会科学研究所編 『現代国家の理論 と現実』(中 央大学出版部,1993年),
新川敏光 『日本型福祉の政治経済学』(三 一書房,1993年),加 藤淳子 「新制
度論をめ ぐる論点」『レヴァイアサ ン』15号(1994年),野 中尚人 『自民党政
権下の政治エ リー ト』(東 大出版会,1995年),建 林正彦 「国家論アプローチ
を超えて」『公共選択の研究』第26号(1995年)。
(6)イ ース トンは現代政治学 を,19世 紀後半以降の第1段 階を 「フォーマルな
いし法学的段階」,19世紀末か ら1940年 代にかけての第2段 階を「伝統的段階」,
第2次 大戦後の第3段 階を「行動論段階」,そ して,1960年 代末以降の第4段
階 を 「脱行動論段階」と区分する。デヴィッ ド・イース トン,山 川雄 巳訳 「ア
メ リカ合衆国における政治学」『思想』1985年3月 号。
(7)イ ース トンは とりわけ 『政治体系』第4章 第4節 で,「 国家」に焦点をお く
政治研究の方向づけを批判 してい る。「国家 も権力 も,政 治研究を統一す る概
念 としては役に立たない。」 山川雄 巳訳 「政治体系(第2版)』(ぺ りかん社,
1976年),111頁 。
(8)DunleavyandO'Leary,oメ).6菰,pp.43-49.
(9)Ll」 川雄 巳 『増補アメ リカ政治学』(世 界思想社,1982年)304-305頁 。 ちな
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み に,「近 年 ア メ リカ の 政 治 学 者 は 自分 の 方 法 論 の 適 合 性 に 関 心 を もつ よ うに
な っ て き た 」と い う意 見 に対 す る 回 答 は,18%が 「強 く同 意 」,66%が 「同 意 」
で あ っ た 。 つ ま り,84%も の 研 究 者 が 自 らの 方 法 論 の 適 合 性 に 留 保 を お い て
い た の で あ る。
(1① 加 藤 哲 郎 『ジ ャパ メ り カ の 時 代 に 』(花 伝 社,1988年)282頁 。
(ll)イ ー ス トン,前 掲 『政 治 体 系(第2版)』331-358頁所 収 。
(12)加 藤 哲 郎 『国 家 論 の ル ネ サ ン ス 』(青 木 書 店,1986年)47-48頁。
⑬ フ0一 ラ ン ツ ァ ス,田 口,綱 井,山 岸 訳 『資 本 主 義 国 家 の 構 造 』1・II(未 来
社,1978・1981年),ミ リバ ン ド,田 口 富 久 治 訳 『現 代 資 本 主 義 国 家 』(未 来
社,1970年)。 原 著 の 刊 行 は,前 者 が1968年,後 者 が1969年 で あ る。
(14)詳 し くは,田 口 富 久 治 『現 代 政 治 学 の 諸 潮 流 』(未 来 社,1973年)「 六 現
代 資 本 主 義 国 家 論 争 一 一 ミ リバ ン ド・プ ー ラ ン ツ ァ ス 論 争 に つ い て 一 」,ま
た近 年 で は,カ ー ノ イ(M.Carnoy)がこの 論 争 に つ い て,「 今 ま で 『道 具 主
義 』 対 『構 造 主 義 』 とい う レ ッ テ ル を貼 ら れ て き た が,こ れ は 実 際 に は こ こ
で も た ら さ れ た 真 の 論 点 の 読 み 違 い で あ る」 と述 べ,経 験 主 義 と構 造 主 義 の
対 立 と し て 整 理 し直 して い る。 カー ノ イ,加 藤 黒 沢,昼 神 監 訳 『国 家 と政
治 理 論 』(御 茶 の 水 書 房,1992年)147頁 。
(15)J.P.Nett1,"TheStateasAConceptualVariable",防γ14Politics,Vo1.
20,No.4,1968.
Us)中 谷 義 和,前 掲 論 文,9頁 。
(1のS.Huntington,、P.)1漉6α!OrderinChanging∫06ゴθ舵s(NewHaven:Yale
Univ.Press,1968).邦 訳:内 山 秀 夫 訳 『変 換 期 社 会 の 政 治 秩 序 』 上 ・下(サ
イ マ ル 出 版,1972年)。
(18)H.Heclo,"TowardaNewWelfareState?",inP.FloraandA.J.
Heidenheimer(eds.),7物1)θ〃θJoρ彿θη'ofWelfareStates2YEπ7砂θand
、4挽6"6α(NewBrusnwick:TransactionBooks,1981),pp.345-406.
(19)FBlock,``TheRulingClassDoesNotRule",SocialiseReview,No.7
(1977).こ の 論 文 は そ の後,ブ ロ ッ クの 論 文 集Rε 〃短 ηgS観 θTheory(Philadel-
phia:TempleUniv.Press,1987),pp.51-68に収 め られ た 。
伽>S.D.Krasner,、DefendingtheNationalInterest(NewBrunswick:Trans-
actionBooks,1978).
⑫1)A.Stepan,State伽4Society(Princeton:PrincetonUniv.Press,1978).
⑫2)E.K.Trimberger,RevolutionfromAbove(NewBrunswick:Transac・
tionBooks,1978).
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(23.T.Skocpol,TheS観θandSo磁1Revolution(Cambridge:Cambridge
Univ,Press,1979).田 口 富 久 治 『政 治 学 の 基 礎 知 識 』(青 木 書 店,1990年)85
-86頁。
⑳ 加 茂 利 男 「現 代 政 治 学 の 課 題 と展 望 」木 本 幸 造 編 『社 会 科 学 概 論 』(日 本 評
論 社,1982年)294-295頁。
㈱P.B.Evans,D.Rueschemeyer,andT.Skocpol(eds.),Bringing'舵S翅6
BackIn(Cambridge:CambridgeUniv.Press,1985),p.vii.
㈱ 加 藤 哲 郎,前 掲 『国 家 論 の ル ネ サ ン ス 』,3-4頁 。
⑳ 「国 家 と は,あ る一 定 の 領 域 内 に お い て … 合 法 的 な,物 的 強 制 力 の 独 占 をみ
ず か ら(効 果 的 に)要 求 す る と こ ろ の,あ の 人 間 の 共 同 社 会 で あ る」 ウ ェ ー
バ ー,西 島 芳 二 訳 『職 業 と し て の 政 治 』(角 川 文 庫,1959年)11頁,「 国 家 と
は,自 己 の 行 政 幹 部 が 諸 秩 序 の 実 施 の た め に 物 理 的 強 制 の 正 当 な独 占 を効 果
的 に 要 求 す る と き,か つ そ の 限 り で の,政 治 的 ア ン シュ タル トの こ と を い う
べ き で あ る」ウ ェ ー バ ー,阿 閉 ・内藤 訳 『社 会 学 の 基 礎 概 念 』(角 川 文 庫,1953
年)92頁 。
(28)Stepan,oρ.o鉱,P.xii.
⑳T.Skocpo1,"BringingtheStateBackIn:CurrentResearch",inEvans
eta1.(eds.),op.σ 鉱,PP.4-i.
(3()新 川 敏 光,前 掲 「国 家 と社 会 」,71-73頁 。
(3]}Krasner,op.o菰,pp.33-35.
(32;F.Block,op.cit.,pp.53-54,84.なお,ス コ チ ポ ル に よ れ ば,「 ブ ロ ッ ク は,
ネ オ ・マ ル クス 主 義 に 関 す る議 論 に 携 わ る 者 の う ち で,国 家 を 真 に 自律 した
ア ク ター と して 扱 う こ と に お い て,最 もぬ き ん で て い る 。」Skocpo1,0p.cit.,
P.32.
(33)E.Nordlinger,TheAutonomy(ゾthe1)6勉06履ゴ6S`α`θ(Cambridge,
Mass.:HarvardUniv.Press,1981),DunleavyandO'Leary,op.6舐,p.190.
(34)S.D.Krasner,"UnitedStatesCommercialandMonetaryPolicy",inP.J.
Katzenstein(ed.),BetweenPowerandPlenty(Madison:Univ.ofMadison
Press,1978),pp.57,60-61.また,ア メ リカ 国 家 の 「強 弱 」 に つ い て は,久 保
文 明 「『弱 い 国 家 』 ア メ リ.カ」 『ESP』1986年12月 号 。
㈲ サ ミュ エ ル ズ,北 山俊 哉 訳 「日本 に お け る 国 家 の ビ ジ ネ ス」 『レヴ ァ イ ア サ
ン』 第2号(1988年)87,97-98頁。
(36)真 渕 勝 「金 融 行 政 の 変 化:脱 規 制 と法 制 化 」『季 刊 行 政 管 理 研 究 』53号(1991
年3月)30-31頁 。 同 論 文 で 真 渕 氏 は,サ ミュ エ ル ズ の 概 念 を参 考 に して 「管
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轄」の広狭,「 コン トロー ル」の強弱でマ トリックスをつ くり.,そ れぞれに名
称 を与 えている(表 参照)。 そ して,現 代 日本国家は「ソフ トな国家」から「ハ
ー ドな国家」への移行期にあるとみ る。その具体的内容 として,「 財界・産業
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を強 く求める意見へ とつながっている。」野中尚人,前 掲書,2頁 。
表 国家の4種 類
管 轄
広 い 狭 い
強 い 強 い 国 家 ハ ー ドな 国家
コ ン トロ ー ル
弱 い ソフ トな国家 弱 い 国 家
出典:真 渕勝 「金 融行政の変化」 「季刊行政管理研 究』53号
(1991年)30頁
(37)Skocpo1,0p.6彪,P.14.
(38)Evans,Rueschemeyer,andSkocpol,"OntheRoadtowardaMore
AdequateUnderstandingoftheState",inEvansetaL(eds.),op.6鉱,p.351,
356.
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ω 「ポ ス ト・マ ル クス 主 義 」「に つ い て は,加 藤 哲 郎 『東 欧 革 命 と社 会 主 義 』(花
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(42)星 野 智,前 掲 論 文,252-253頁 。
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㈲ 「公 職 者 の 集 合 体 」と い って も,彼 らが 一 枚 岩 で は な い こ と は,ア リ ソ ン(G.
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第2部 第8章 に 収 め ら れ た 。 ち なみ に,イ ー ス トン は,す で に1981年 に,ア
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㈲Almond,oヵ.cat.,p.872.
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律 文 化 社,1994年)が あ る 。
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㈲MarchandOlsen,(ψ.6菰,pp.740-741.
G58)森 田 朗,前 掲 論 文,58-59頁 。
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176頁,河 野 勝,前 掲 論 文,34頁 。
圃 加 藤 淳 子,前 掲 論 文,177-178頁 。 ま た,経 済 学 的 新 制 度 論 に よ る 代 表 的 研
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